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１  管内の概要 

（ １ ） 管内の概況 

厚木保健福祉事務所大和センタ ー（ 以下、「 大和センタ ー」 と いう 。） の所管する 地域は、神奈川

県のほぼ中央部に位置する 大和市と 綾瀬市の２ 市で、 管内の面積は、 ４ ９ ． ２ ３ km2、 令和 7 年１

月１ 日現在の人口は、 ３ ２ ７ ， １ ６ ０ 人（ 神奈川県人口統計調査） である 。   

 

ア 大和市の概況 

大和市は、面積２ ７ ．０ ９ km2 で南北に細長く 、丘陵起伏のほと んどない台地である 。鉄道は、

中央部を東西に相鉄線、南北に小田急江ノ 島線、北部に東急田園都市線が走り 、道路網は、主な

も のに国道２ ４ ６ 号線や同４ ６ ７ 号線、 主要地方道丸子中山茅ケ崎線があり 、 交通の利便性に

恵ま れている 。   

昭和 34 年２ 月１ 日に県下で１ ４ 番目の市と し て市制が施行さ れ、平成 12 年 11 月１ 日に特例

市と なった。  

令和 7 年１ 月１ 日現在の人口は、 ２ ４ ４ ， ３ ４ ９ 人で人口密度は、 １ km2 当り ９ ， ０ ２ ０ 人で

あり 、 県下では川崎市に次いで２ 番目の過密都市と なっている 。  

昭和 63 年３ 月に「 大和市保健福祉センタ ー」 を設置し 、 市民の健康づく り や福祉活動に取り

組んでいる 。  

 

イ  綾瀬市の概況 

綾瀬市は、面積２ ２ ．１ ４ km2、自然環境に恵ま れた相模野台地に位置し 、大和市、海老名市、

藤沢市に接し ている 。 昭和 35 年頃ま では、 純農村地帯であったが、 高度経済成長期以降は横浜

ま で約２ ０ km、 都心へも 約４ ０ kmと いう 地理的条件から 、 工業団地、 住宅団地が開発さ れ急速

に都市化が進み、 昭和 53 年 11 月１ 日に県下で１ ９ 番目の市と し て市制が施行さ れた。  

市内を横断する 東名高速道路と 県道藤沢座間厚木線の交点に、 令和３ 年３ 月綾瀬ス マート イ

ンタ ーチェ ンジが設置さ れ、 物流の拠点と なっている 。  

令和７ 年１ 月１ 日現在の人口は、 ８ ２ ， ８ １ １ 人で人口密度は、 １ km2 当り ３ ， ７ ４ ０ 人であ

る 。  

昭和 59 年 12 月に「 綾瀬市保健医療センタ ー」 を設置し 、 市民の健康づく り の取組みを進め

てき たが、 平成 29 年 10 月１ 日に新たに「 綾瀬市保健福祉プラ ザ」 を開所し 、 福祉、 介護、 保

健、 医療の連携拠点と し て業務を行っている 。  
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（ ２ ） 面積・ 世帯数・ 人口等 

ア 面積・ 世帯数・ 人口 

  
面 積

( km2)  

世帯数 

( 世帯)  

人 口 1 世帯当 

り 人員 
( 人/世帯)  

人口密度 

（ 人/km2）  

老 齢 人 口 児童数 

総数 
( 人)  

65 歳以

上( 人)  

人 口 比 

( %)  
6 歳未満 

6 歳以上 

18 歳未満 
計 

大和市 27. 09 117, 266 244, 349 2. 08 9, 020 57, 582 23. 6 10, 710 24, 186 34, 896 

綾瀬市 22. 14 36, 197 82, 811 2. 29 3, 740 22, 744 27. 5 3, 208 9, 047 12, 255 

計 49. 23 153, 463 327, 160 2. 14 6, 646 80, 326 24. 6 13, 918 33, 233 47, 151 

時 点 

出 所 
R7. １ . 1( 神奈川県人口統計調査結果)  

R7. 1. 1 

( 神奈川県年齢別人

口統計調査結果)  

R8. 1. 1 

（ 市役所ホ ーム ページ 住民

基本台帳年齢別人口）  

                          

イ  人口の推移（ 各年 1 月 1 日現在）                            ( 人)  

 Ｈ 31 年 Ｒ ２ 年 Ｒ ３ 年 Ｒ ４ 年 Ｒ ５ 年 R６ 年 Ｒ ７ 年 Ｒ ８ 年 

 大和市 235, 816 237, 894 239, 644 241, 583 243, 067 243, 624 244, 349  

綾瀬市 84, 307 84, 484 83, 745 83, 304 83, 235 82, 959 82, 811  

計 320, 123 322, 378 323, 389 324, 887 326, 302 326, 583 327, 160  

 ＊神奈川県人口統計調査結果  

ウ  65 歳以上人口の推移（ 各年１ 月 1 日現在）                       （ 人)  

 Ｈ 31 年 Ｒ ２ 年 Ｒ ３ 年 Ｒ ４ 年 Ｒ ５ 年 R６ 年 Ｒ ７ 年 Ｒ ８ 年 

大和市 

割合 

56, 565 

24. 1% 

57, 205 

24. 2% 

56, 802 

23. 7% 

57, 078 

23. 6% 

57, 190 

23. 5% 

57, 440 

23. 6% 

57, 582 

25. 4% 

 

綾瀬市 

割合 

23, 008 

27. 4% 

23, 166 

27. 6% 

23, 174 

27. 7% 

23, 214 

27. 9% 

23, 007 

27. 6% 

22, 837 

27. 5% 

22, 744 

27. 5% 

 

計 

割合 

79, 573 

25. 0% 

80, 371 

24. 9% 

79, 976 

24. 7% 

80, 292 

24. 7% 

80, 197 

24. 6% 

80, 277 

24. 6% 

80, 326 

24. 6% 

 

＊神奈川県年齢別人口統計調査結果  
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（ ３ ） 保健・ 医療・ 福祉施設総括表   

ア 医療関係施設の状況（ 令和８ 年３ 月 31 日現在）   

 

医療施設等 病床 

病 院 
一 般 

診療所 

 歯 科 

診療所 
助産所 

歯科 

技工所 
病 院 

一 般 

診療所 う ち小児科 

大和市 9 

186 

開設＋15 

廃止▲ 5 

30 138 7 29 

1, 597 

▲10 39 

綾瀬市 1 

 30 

開設＋1 

廃止 0  

7 23  3 11  182  29 

総 数 10 216 37 161 10 40  
1, 779  

▲10 
68 

 

 

薬事施設 施術所 

薬 局 
医薬品 

販売業 

あんま ･

はり ･灸 
柔道整復 

大和市 122  67  196  107  

綾瀬市 21  20  35  18  

総 数 143  87  231  125 

 

（ ４ ） 外国籍県民の概況（ 国籍別外国人登録者の推移）   

* 数字は令和８ 年１ 月１ 日現在 

* 神奈川県国際課： 外国人登録者統計： 市( 区) 町村別主要国・ 地域別外国人数 

 総 数 中国 ベト ナム 韓国 フィ リ ピン ネパール ブラ ジル ｲﾝﾄﾞ ﾈｼｱ イ ンド  その他 

神奈川県 

Ｒ ７ 年 284, 889 79, 248 39, 479 26, 847 26, 673 15, 544 9, 046 10, 548 7, 382 70, 122 

Ｒ ８ 年 309, 815 84, 921 43, 485 26, 896 27, 627 19, 404 8, 994 14, 038 7, 226 77, 224 

管内計 
Ｒ ７ 年 13, 919 1, 988 3, 234 836 1, 210 450 916 476 106 4, 703 

Ｒ ８ 年 14, 901 2, 006 3, 480 818 1, 244 611 906 705 91 2, 907 

大和市 
Ｒ ７ 年 8, 716 1, 685 1, 779 699 997 425 301 291 86 2, 453 

Ｒ ８ 年 9, 337 1, 692 1, 832 678 1, 024 579 319 462 75 1, 390 

綾瀬市 
Ｒ ７ 年 5, 203 303 1, 455 137 213 25 615 185 20 2, 250 

Ｒ ８ 年 5, 564 314 1, 648 140 220 32 587 243 16 1, 517 
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２  保健福祉事務所の概要 

（ １ ） 沿革 

昭和28年１ 月29日          大和市下鶴間 3166 番地に藤沢保健所大和出張所と し て発足、

所管区域は大和町 

昭和31年11月１ 日          保健所法に基づく 支所に昇格、 藤沢保健所大和支所と 改称 

昭和34年２ 月１ 日          大和町が大和市と なり 、 所管区域が１ 市と なる 。  

昭和40年４ 月１ 日          大和市中央一丁目５ 番 26 号に庁舎新築 

保健所に昇格し 、大和保健所と 改称、所管区域が大和市、綾瀬

町の１ 市１ 町と なる 。  

昭和45年７ 月16日          次長制の施行、 保健婦室の設置 

昭和47年３ 月31日          犬管理センタ ー設置によ り 、 犬拘留所廃止 

昭和53年11月１ 日          綾瀬町が市と なり 、 所管区域が２ 市と なる 。  

昭和58年６ 月１ 日          保健婦室が、 健康指導課と なる 。  

昭和61年４ 月１ 日          試験検査部門を厚木保健所に統合 

平成４ 年４ 月１ 日          衛生課を環境衛生課、 食品衛生課に分割 

平成９ 年４ 月１ 日            組織変更によ り 大和保健所と 県央地区行政センタ ー福祉部が

統合し 、大和保健福祉事務所と なる 。ま た、健康指導課を廃止

し 、 保健福祉課を新設し た。  

平成20年４ 月１ 日             管理課が、 管理企画課と なる 。  

平成 26 年４ 月１ 日   保健福祉事務所の再編・ 統合によ り 名称を見直し 、厚木保健福

祉事務所大和センタ ーと なる 。  
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（ ２ ） 歴代の保健所長・ 保健福祉事務所長 

大和保健所所長 

 初 代  前  田   実 （ 昭和 40 年  ４ 月 １ 日～昭和 42 年 ８ 月 ９ 日）  

 ２  代  鈴  木 孝  次 （ 昭和 42 年  ８ 月 10 日～昭和 46 年 ６ 月 １ 日）  

 ３  代  高  橋 賢  従 （ 昭和 46 年  ６ 月 ２ 日～昭和 47 年 ９ 月 30 日）  

 ４  代  榊  原 高  尋 （ 昭和 47 年 10 月 １ 日～昭和 49 年 ７ 月 31 日）  

 ５  代  上  田 春  人 （ 昭和 49 年  ８ 月  1 日～昭和 51 年７ 月 15 日）  

 ６  代  佐久間  正  美 （ 昭和 51 年  ７ 月 16 日～昭和 55 年 ７ 月 31 日）  

 ７  代  山 本 頼 祗 （ 昭和 55 年  ８ 月 １ 日～昭和 56 年 ５ 月 31 日）  

 ８  代  中 倉 千鶴子 （ 昭和 56 年  ６ 月 １ 日～昭和 58 年 ５ 月 31 日）  

 ９  代  笹 川 洋之助 （ 昭和 58 年  ６ 月１ 日～昭和 62 年 ５ 月 31 日）  

 10 代  風 戸 計 民 （ 昭和 62 年  ６ 月 １ 日～平成 ３ 年 ３ 月 31 日）  

 11 代  内 藤 佳 次 （ 平成 ３ 年  ４ 月 １ 日～平成 ３ 年 ５ 月 31 日）  

 12 代  村 上 賢 二 （ 平成 ３ 年  ６ 月 １ 日～平成 ５ 年 ３ 月 31 日）  

 13 代  堀 井 昌 子 （ 平成 ５ 年  ４ 月 １ 日～平成 ９ 年 ３ 月 31 日）  

   大和保健福祉事務所所長、 厚木保健福祉事務所大和セン タ ー所長 

     初代  堀 井 昌 子 （ 平成 ９ 年 ４ 月１ 日～平成 11 年５ 月 31 日）  

２ 代  西 平 浩 一 （ 平成 11 年６ 月１ 日～平成 13 年３ 月 31 日）  

３ 代  有 田 禎 二 （ 平成 13 年４ 月１ 日～平成 15 年３ 月 31 日）  

４ 代  鈴 木 仁 一 （ 平成 15 年４ 月１ 日～平成 16 年３ 日 31 日）  

５ 代  山 徳 み ゑ （ 平成 16 年４ 月１ 日～平成 18 年３ 月 31 日） 厚木 HWC※兼務 

６ 代  岡 部 英 男 （ 平成 18 年４ 月１ 日～平成 19 年３ 月 31 日） 厚木 HWC※兼務 

７ 代  長谷川 嘉 春 （ 平成 19 年４ 月１ 日～平成 20 年３ 月 31 日）  

８ 代  河 西 悦 子  （ 平成 20 年４ 月１ 日～平成 20 年８ 月 31 日） 厚木 HWC※兼務 

９ 代  牧 野 ゆり 子 （ 平成 20 年９ 月１ 日～平成 24 年３ 月 31 日）  

     １ ０ 代  中 澤 よ う 子 （ 平成 24 年４ 月１ 日～平成 25 年３ 月 31 日）  

１ １ 代  中 井 信 也 （ 平成 25 年４ 月１ 日～令和３ 年３ 月 31 日）  

     １ ２ 代    大久保 久美子  （ 令和 ３ 年４ 月１ 日～令和５ 年３ 月 31 日）  

   １ ３ 代   西 海   昇  （ 令和５ 年４ 月１ 日～         ）  

 ※厚木 HWCは、「 厚木保健福祉事務所」 の略称 
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（ ３ ） 機構及び所管事務（ 令和７ 年４ 月１ 日）  

  
所　 長

副所長

食品衛生課 食品営業施設の許認可、 監視指導

医療従事者の免許申請等

献血推進

保健師業務・ 人材育成

衛生統計

健康危機管理体制の推進

保健福祉課 母子保健

管理企画課 庶務全般

予算経理

財産管理

生活衛生営業施設の許認可、 監視指導

食品等の収去検査、 自主衛生管理

温泉施設指導

動物保護

健康づく り ・ がん対策

歯科保健

栄養・ 食生活

小児医療援護

母子・ 父子・ 寡婦福祉資金の貸付

介護保険

生活環境施設指導

地域医療構想の推進

医療法の許認可、 監視指導

食品衛生知識の普及啓発

薬事衛生施設の許認可、 監視指導

保健予防課 精神保健福祉

認知症

感染予防

エイ ズ ・ 性感染症予防

結核予防

指定難病

臓器移植

原爆被害者援護

肝疾患

石綿健康被害救済給付

環境衛生課
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（ ４ ） 職員の配置状況（ 令和７ 年４ 月１ 日現在）  

  

一

般

事

務

職 

福 
  

祉 
 
 

職 

医

 

師 

歯

科

衛

生

士 

管

理

栄

養

士 

保

健

師 

狂

犬

病

予

防

員 

衛

生

監

視

員 

診
療
放
射
線
技
師 

 

電

話

交

換

職 

小計 

再

任

用

職

員 

臨
時
的
任
用
職
員 

会
計
年
度
任
用
職
員 

総数 

所   長   1        1    1 

副 所 長 1          1    1 

管理企画課 4     1    1 6 2  2 10 

保健福祉課 1   1 2 5     9   3 12 

保健予防課 2 3 2   9   1  17 2  6 25 

環境衛生課       1 3   4    4 

食品衛生課        8   8   1 9 

合 計 8 3 3 1 2 15 1 11 1 1 46 4  12 62 

 

（ ５ ） 施設の現況 

ア 土  地 

用  途 所  在  地 面積ｍ 2 所有区分 所有年月日 

庁 舎 敷 地 大和市中央一丁目５ 番 26 号 2, 398. 50 県 有 昭和40 年9 月6 日 

 

イ  建  物 

用  途 面積ｍ 2 構      造 所有区分 取得年月日 

庁    舎 

書庫及び倉庫 

犬    舎 

1, 342. 47 

36. 96 

  7. 04 

Ｒ Ｃ 造２ 階建 

鉄筋平屋 

コ ンク リ ート ブロ ッ ク 平屋 

県 有 

県 有 

県 有 

昭和40 年3 月31 日 

昭和44 年7 月18 日 

昭和44 年7 月18 日 

計 1, 386. 47    
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ウ  庁舎平面図 

 

 

　　

湯沸場

駐　車　場

　　

カウンター

書

庫

１ 階 犬 舎 受水槽 変電設備

電話

交換室

　

用務員

室

ポンプ
室

端末機

室

機械室
相 談 室

事 務 室
宿 直 室

書 庫

ボ イ ラ ー 室
書 庫

ﾎﾟﾝﾌﾟ

室

障害者

便所

玄 関

事 務 室 所 長 室
会議室

洗
面

所ホール

カウンター

男 子
便 所

女 子

便 所

花　　　壇

車 庫 講 堂

機 械 室

物 置

防

災

倉

庫

書 庫

２Ａ会議室
男子
便所 事 務 控 室

事

務

控

室

相

談
室

物 置
ホ ー ル

２ 階

女子便所

保健指導室① 保健指導室② 保健指導室③ ２Ｂ会議室

女 子

更 衣 室

２Ｃ会議室

(検査室)
物置

保健指導室④ 健康相談室⑤ 歯科指導室⑥ 栄養指導室⑦

相談

コーナー

授乳
コーナー
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（ ６ ） 決算状況 

ア 収入状況 （ 単位： 円） 

      令和７ 年度（ Ａ ）  令和６ 年度（ Ｂ ）  比較増減（ Ａ ） －（ Ｂ ） 

使 用 料 及 び 手 数 料 11, 239, 204 11, 015, 344 223, 860 

財 産 収 入 105, 557 105, 557 0 

諸 収 入 70, 273 74, 851 △4, 578 

計 11, 415, 034 11, 195, 752 219, 282 

イ  支出状況 

（ ア） 一般会計                                      （ 単位： 円）  

      
決   算   額 

令和７ 年度（ Ａ ）  令和６ 年度（ Ｂ ）  比較増減（ Ａ ） －（ Ｂ ） 

総 務 費 52, 818, 122 35, 720, 617 17, 097, 505 

 ( 総 務 管 理 費 )  ( 52, 818, 122)  ( 35, 720, 617)  ( 17, 097, 505)  

民 生 費 728, 691 572, 774 155, 917 

 ( 社 会 福 祉 費 )  ( 28, 139)  ( 42, 522)  ( △14, 383)  

 ( 児 童 福 祉 費 )  ( 336, 179)  ( 137, 186)  ( 198, 993)  

  ( 障 害 福 祉 費 )  ( 212, 000)  ( 186, 046)  ( 25, 954)  

 ( 老 人 福 祉 費 )  ( 152, 373)  ( 207, 020)  ( △54, 647)  

衛 生 費 28, 266, 304    30, 335, 041 △2, 068, 737 

 ( 公 衆 衛 生 費 )  ( 4, 245, 651)  ( 5, 313, 182)  ( △1, 067, 531)  

 ( 環 境 衛 生 費 )  ( 621, 638)  ( 782, 764)  ( △161, 126)  

 ( 保 健 所 費 )  ( 23, 208, 925)  ( 21, 624, 203)  ( 1, 584, 722)  

 ( 医  薬  費 )  ( 190, 090)  ( 2, 614, 892)  ( △2, 424, 802)  

計 81, 813, 117 66, 628, 432 15, 184, 685 

（ イ ） 母子父子寡婦福祉資金会計                        ( 単位： 円)  

      
決   算   額 

令和７ 年度（ Ａ ）  令和６ 年度（ Ｂ ）  比較増減（ Ａ ） －（ Ｂ ） 

母 子 父 子 寡 婦 

福 祉 資 金 
3, 400 4, 450 △1, 050  

 ( 事 務 費 )  ( 3, 400)  ( 4, 450)  ( △1, 050)  

（ ウ ） 国民健康保険事業会計                          ( 単位： 円)  

      
決   算   額 

令和７ 年度（ Ａ ）  令和６ 年度（ Ｂ ）  比較増減（ Ａ ） －（ Ｂ ） 

国 民 健 康 保 険 事 業 99, 986 100, 000 △14  

( 国 民 健 康 保 険 事 業 費 )  ( 99, 986)  ( 100, 000)  ( △14)  
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（ ７ ） 令和７ 年度主要事業の概要  

ア 保健医療計画の推進 

   厚木保健福祉事務所と 連携し 、 地域の保健医療の課題の解決に向けて取組みま し た。  

   ま た、 平成 28 年 10 月に策定さ れた地域医療構想については、 課題の共有化を図る などし て

関係機関と 連携し 、 構想実現に向けた取り 組みを実施し ていま す。  

・ 県央地区保健医療福祉推進会議 

イ  学校、 職域、 地域の連携強化によ る 健康づく り  

   「 地域保健対策の推進に関する 基本的な指針」 に基づき 、「 学校、 職域、 地域の連携強化によ

る 健康づく り 」 を推進し ていま す。  

（ ア） 職域のメ ンタ ルヘルス 及び生活習慣病予防対策の推進 

・ 県央地区地域・ 職域連携推進協議会 

（ イ ） 児童生徒の健全な発育と 健康の保持及び増進 

・ 大和・ 綾瀬学校保健協議会 

ウ  健康危機管理対策の推進 

   管内において食中毒、毒物劇物、感染症、飲料水、医薬品など何ら かの原因によ り 生命と 健康

の安全を脅かす事態が発生又は発生する 恐れがある 場合に、 健康被害の発生予防、 治療、 拡大

防止を円滑に行う ため、 それぞれのマニュ アルに基づき 対応し ま す。  

   ま た、 県央地域の災害医療対策については、 厚木保健福祉事務所と 連携し 、 関係機関と の協

議によ り その取組みを進めていま す。  

   ・ 県央地域災害医療対策会議 

 エ 母子保健事業の充実 

小児慢性特定疾病にかかっている 児童等について、 医療費の自己負担の一部を助成し ま す。  

ま た、 医療的ケア児と その家族の支援体制の推進を目的に、 災害時個別支援計画の作成、 医

療的ケア児の家族を対象と し た交流会、 支援者向けの研修会、 母子保健委員会部会を開催し

ま す。  

 

オ 健康づく り の推進 

   市が実施する 健康増進事業の円滑な実施及び推進のため、 健康増進事業及び糖尿病重症化予

防に関する 市町村自己評価のヒ アリ ングや、 会議及び研修を実施し ま す。  

医療保険課・ 国保連合会が行う 国保データ ヘルス 計画に基づく 保健事業の推進等の事業に、

厚木保健福祉事務所と と も に協力をし ま す。  

   ま た、 データ を活用でき る 人材育成や、 健康増進課から 提供さ れた地域のデータ を 活用し た

地域課題の分析等につなげる ための研修会を開催し ま す。  
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カ がん検診受診促進事業 

がん検診の受診率向上のため、 県民およ び地域企業の事業主に対し てがん検診のパンフレ ッ

ト の配布やイ ベント にて普及啓発し ま す。  

 

キ 歯科保健対策の充実  

「 神奈川県歯及び口腔の健康づく り 推進条例」 に基づき 、 歯及び口腔の健康づく り 推進委員

会を開催し 、 管内関係機関と 連携し て生活保護家庭幼児等の歯科保健を推進し ま す。 ま た、 重

度う 蝕ハイ リ ス ク 児や障がい児等に対する 歯科相談・ 指導、 オーラ ルフレ イ ル健口推進員の養

成・ 育成研修を実施する と と も に、 歯科医師会や市と と も に災害時歯科の体制づく り を推進し

ま す。  

 

ク  食生活対策の充実  

地域特性に応じ た栄養・ 食生活対策推進のために、 特定給食施設の状況把握や食品の栄養成

分表示に関する 事前相談・ 適正化指導を行いま す。  

ま た、 居宅要介護者への適切な栄養管理につながる こ と を目的に、 地域食生活対策推進協議

会を開催し 、 介護支援専門員と の連携方法・ 地域の支援体制を検討し ま す。  

 

ケ  精神保健福祉対策の推進 

精神疾患の早期発見・ 早期治療・ 再発予防を目的に相談・ 訪問を行う と と も に、精神障害者の

社会参加支援と 障害への理解を深める こ と を目的に地域住民への普及啓発を図り ま す。  

ま た、 地域特性に応じ た精神障害にも 対応し た地域包括ケアシス テムの構築を目指し 、 地域

精神保健福祉連絡協議会、 実務担当者会議、 研修など を実施し ま す。 ま た、 措置入院者等に対

し て退院後に必要な医療等の包括的な支援を適切かつ円滑に受ける こ と ができ る よ う 、 本人の

同意を得たう えで計画を作成し 、 退院後支援を行いま す。  

 

コ  認知症疾患対策 

認知症患者等と その家族に対し て、 保健師・ ケース ワ ーカー・ 精神科嘱託医によ る 相談や家

庭訪問を実施し ま す。  

ま た、 若年性認知症を含め認知症に関する 知識の普及を図る と と も に、 認知症等に関わる 職

員のス キルアッ プのための支援者対象研修会を開催し ま す。  

さ ら に、 管内の認知症事業に関する 取組み及び認知症等行方不明 SOS ネッ ト ワ ーク の効果的

な取組みを推進し ていく ための管内認知症担当者連絡調整会議を実施し ま す。  

 

サ 感染症予防対策の推進  

「 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律」 に基づき 、 感染症患者及びそ 

の接触者について疫学調査を実施する と と も に二次感染防止のために保健指導を行いま す。  
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ま た、 人権に配慮し た迅速かつ適切な対応に努める ため、 感染症診査協議会感染症部会を開

催し ま す。  

感染症の発生状況を把握する ため、 届出によ る 情報を収集し 、 ま た、 観測定点を設け感染症

発生動向調査を実施し ま す。  

さ ら に、 感染症の感染拡大の防止に向けた情報の共有と 、 ま ん延防止に向けた推進体制の整

備を図る ため、 感染症対策会議を開催し ま す。  

 

シ エイ ズ対策の推進 

青少年に対する エイ ズ、 性感染症の正し い知識の普及・ 啓発のための講演会を管内の中学校

高等学校に実施し ます。  

ま た、 エイ ズに関する 相談を随時行う と と も に、 原則火曜日の午後に匿名・ 無料でＨＩ Ｖ 検

査を実施し ま す。  

 

ス  結核対策の推進 

「 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律」 に基づき 、 結核患者に対し 医

療機関等と 連携し た服薬完遂のために、 Ｄ Ｏ Ｔ Ｓ （ Di rect l y Observed Treatment ,  Shor t -

cour se:  直接服薬確認療法） を推進し 、 結核の予防上必要がある と 認める 時は健康診断( 接触者

健診) を実施し 、 感染拡大防止及び発病の早期発見に努めま す。  

 

セ 難病患者支援対策の推進 

指定難病患者に対し 、医療費助成手続き 等の支援を行いま す。難病患者及びその家族に対し 、

在宅療養を支援する ため、 保健師によ る 相談や家庭訪問、 訪問相談・ 支援事業( 訪問リ ハビリ 相

談) によ る 個別支援を行い、医療相談事業( 相談会、講演会、リ ハビリ 教室、患者と 家族のつどい

等) によ る 集団での支援を行いま す。  

ま た、 関係機関と 連携し 、 難病の方も 地域で暮ら せる 地域包括ケアシス テムの構築に向け難

病委員会を開催し ます。  

 

ソ  環境衛生対策の充実 

  環境衛生営業施設（ 理・ 美容所、 旅館等） に対し て、 監視指導を実施する と と も に、 自主管理 

を推進する こ と によ り 衛生の確保を図り ま す。  

  快適な生活環境の確保のため、 特定建築物や浄化槽等について、 適正な維持管理指導を行い 

ま す。  

 犬、猫等の飼養者に対し て、適正な飼養について助言、指導を行い、犬等によ る 危害の発生等 

防止に努める と と も に、 動物愛護思想の普及、 啓発を図り ま す。  
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タ  医薬品等安全対策の充実 

   薬局等に対し て、医薬品等の品質及び安全性を確保する ため、医薬品等の適正な販売、保管、  

管理等を指導し ま す。  

  薬物乱用防止対策を推進する ため、 関係団体等と 連携し て、 薬物乱用防止啓発活動を実施し  

ま す。  

 

チ 食品の安全・ 安心の確保 

食品営業施設の監視指導、 食品等の収去検査、 自主衛生管理の推進を３ つの柱と し て、 食品

の安全・ 安心の確保推進に取り 組みま す。  

特に全国的に多発する カンピロ バク タ ー、 ノ ロ ウ イ ルス及び寄生虫等を原因と し た食中毒予

防対策、 食品等の検査によ る 違反食品の排除、 営業者が行う ＨＡ Ｃ Ｃ Ｐ （ Hazard Anal ysi s 

and Cr i t i cal  Cont rol  Poi nt ： 危害要因分析重要管理点） に沿った衛生管理について指導、 助

言を行い、 自主管理の徹底を図り ま す。  
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（ ８ ） 各種計画・ 指針 

ア 「 神奈川県保健医療計画」（ 第８ 次） ( 令和６ 年３ 月改定)  

・ 医療法第 30 条の４ 第１ 項の規定によ り 策定する 法定計画で、 県の保健医療シス テムの目指す

べき 目標と 基本的方向を明ら かにする も の 

・ 県民が、県の保健医療提供体制の実情を把握し 、今後の施策の方向性について理解を深め、予

防、 治療や健康づく り に主体的に取り 組むこ と を支援する も の 

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2029（ 令和 11） 年度の６ 年間 

【 基本理念と 基本目標】  

・ 基本理念： すべての県民が健やかに安心し てく ら せる 社会の実現に向けて、「 誰でも 等し く 良

質かつ適切な保健医療サービス を受けら れる 」 こ と を基本理念と する 。  

・ 基本目標： 県民が身近なと こ ろで、 質の高い医療を安心し て受けら れる よ う 、 医療機関、介護

事業者、 行政、 県民相互の連携の下で、 切れ目のない保健医療福祉サービス を提供する 体制

を整備する こ と 。  

 

 

 

 

 

イ  「 神奈川県地域医療構想」（ 平成 28 年 10 月策定）  

・ 団塊の世代が 75 歳以上になる 2025（ 令和７ ） 年のある べき 医療提供体制の構築に向けた長期

的な取組みの方向性を示すも の（「 神奈川県保健医療計画」 に位置付け）  

  【 策定根拠】 医療法第 30 条の４ 第２ 項第７ 号及び第８ 号 

【 計画期間】 2018（ 平成 30 年） 年度～2025( 令和７ ) 年度の７ 年間 

【 地域医療構想における ３ つの取組み】  

・  将来において不足する 病床機能の確保及び連携体制の構築  

・  地域包括ケアシス テムの推進に向けた在宅医療の充実 

・  将来の医療提供体制を支える 医療従事者の確保・ 養成 

   

ウ  「 かながわ健康プラ ン２ １ （ 第３ 次）」（ 第１ 次： 平成 13 年２ 月策定、 令和６ 年３ 月改定）  

・ 県の総合計画である「 新かながわグラ ンド デザイ ン（ 令和６ 年３ 月）」 で示さ れている 神奈川

の将来像「 いのち輝く マグネッ ト 神奈川」 を実現する ための個別計画 

・ 健康増進法第８ 条の規定によ り 、 各都道府県が策定する 、 住民の健康増進の推進に関する 施

策についての基本的な計画（ 都道府県健康増進計画）  

【 基本的な目標】  

〇「 健康寿命の延伸」 及び「 健康格差の縮小」  

   〇個人の行動と 健康状態の改善 

 ＜神奈川のめざすすがた＞ 

 誰も が元気で生き 生き と く ら し ながら 、必要なと き に身近な地域で質の高い医療・ 介護

を安心し て受けら れる 神奈川 
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   〇社会環境の質の向上 

〇ラ イ フコ ース アプロ ーチを踏ま えた健康づく り  

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2035（ 令和 17） 年度の 12 年間 

 

エ 「神奈川県災害時保健医療救護計画」（令和２年 10 月策定、令和７年３月改定、名称変更） 

   ・今後発生が予想される大規模災害に備え、発災時の県、市町村、災害拠点病院及び関係機関

等の体制や役割、基本的な保健医療福祉活動の手順などを定め、県民の生命と健康を守るた

めの保健医療福祉体制と活動内容を示すもの。 

   ・大規模災害のほか、局地災害、原子力災害、他の都道府県における大規模災害を想定する。 

 

【災害発生時における主な主体別の役割】 

・県保健医療福祉調整本部は、県内の保健医療福祉活動（医療・保健衛生・福祉）に関する総合

調整 

・県保健福祉事務所・保健所設置市は、地域の拠点として、本部と連携して管内の保健医療福祉

活動の総合調整を行う。地域災害医療対策会議等（原則二次保健医療圏ごとに設置され、そ

の地域における保健医療福祉活動の本部機能を担う）等の設置 

・一般市町村は、救護所及び避難所の設置運営／救護班の編成・派遣／医薬品等の確保等 

・災害拠点病院は、災害時の医療救護活動の中心として重症者の救命医療、被災地からの重症

者の受入れ、DMAT活動拠点本部としてDMATの受入れ・派遣 

・災害協力病院は、災害拠点病院に準じた医療救護活動、災害拠点病院のバックアップ 

・保健医療福祉関係団体は、協定等に基づき、保健医療福祉活動を実施 

 

オ 「 第４ 次神奈川県食育推進計画( 食みら い かながわプラ ン 2023）」（ 平成 20 年３ 月策定、 令

和５年３月改定）  

  【 基本理念】  

・ 食育基本法に基づく 「 都道府県食育推進計画」 と し 、県の総合計画を補完する 個別計画と

し て位置付け、県の食育推進の方向性、目標等を定める と と も に、県が取り 組むべき 施策

を明ら かにする 。  

・ 生涯を通じ た新進の健康を支える 食育の推進、 持続可能な職を支える 食育の推進、「 新た

な日常」 やデジタ ル化に対応し た食育の推進等の観点を踏ま え、 本県の特性に合わせた

食育をさ ら に推進し ていく 。  

【 計画期間】 2023（ 令和５ ） 年度〜2027（ 令和９ ） 年度の５ 年間 

 

カ 「 神奈川県歯及び口腔の健康づく り 推進計画（ 第２ 次）」（ 令和６ 年３ 月策定）  

  【 基本理念】  

・「 いのち輝く マグネッ ト 神奈川」 の実現に向けて、 健康寿命の延伸や、 歯及び口腔に関する 健
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康格差の縮小を推進する 観点から 、 すべての人にお口の未病改善のため「 健口かながわ」 を

実践し ても ら える よ う 、 市町村、 関係団体と 連携・ 協力し ながら 進めていく  

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2035（ 令和 17） 年度の 12 年間 

 

キ 「 神奈川県医療費適正化計画」（ 平成 20 年４ 月策定、 令和６年３月改定）   

【 基本理念】  

 ・ 保険者等と 連携し て県民の健康の保持の推進・ 生活の質の維持・ 向上に取り 組むと と も

に、限り ある 社会資源を効果的・ 効率的に活用し 、取組みが常に効果的なも のと する よ う

努める  

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2029（ 令和 11） 年度の６ 年間 

 

ク  「 神奈川県がん対策推進計画」（ 平成 17 年３ 月策定、 令和６年３月改定）  

 【 基本理念】  

・「 がんの未病改善」「 がん医療の提供」「 がんと の共生」 を３ つの柱と する  

 ・「 誰一人取り 残さ れないがん対策を推進し 、 県民一人ひと り が、 がんについて正し く 理解する

こ と で偏見をなく すと と も に、 がんと 向き 合い、 支え合う こ と ができ る 社会を構築し 、 全て

の県民と がんの克服を目指す 

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2029（ 令和 11） 年度の６ 年間 

 

ケ 「 神奈川県肝炎対策推進計画」（ 平成 25 年３ 月策定、 令和５年２月改定）  

【 基本理念】  

・「 肝炎対策の推進に関する 基本的指針」 に則り 、 市町村、 医療機関、 関係団体等と 連携し

ながら 、 県の総合的な肝炎対策の推進を図る  

【 計画期間】 2023（ 令和５ ） 年度～2027（ 令和９ ） 年度の５ 年間 

 

コ  「 神奈川県アルコ ール健康障害対策推進計画」（ 平成 30 年３ 月策定、 令和５年３月改定）  

 【 基本理念】  

・ アルコ ール健康障害の正し い理解と アルコ ール健康障害を有する 者等への支援の充実を

進め、 県民が健康で安心し て暮ら すこ と のでき る 社会の実現を目指す 

【 計画期間】 2023（ 令和５ ） 年度～2027（ 令和９ ） 年度の５ 年間 

 

サ 「 神奈川県循環器病対策推進計画」（ 令和４ 年３ 月策定、 令和６年３月改定）  

 【 基本理念】  

・「 健康寿命の延伸等を図る ための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る 対策に関する 基本法」

に基づく 神奈川県の計画 

・「 循環器病の未病改善や正し い知識の普及啓発等」、「 保健、 医療及び福祉に係る サービス の提
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供体制の充実」 及び「 循環器病の研究推進」 を３ つの施策に取り 込むこ と によ り 、「 健康寿命

の延伸、 循環器病の年齢調整死亡率の減少及び QOL の向上」 を目指す 

  【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2029（ 令和 11） 年度の６ 年間 

 

シ 「 かながわ自殺対策計画」（ 平成 17 年３ 月策定、 令和５年３月改定）  

【 基本理念】  

 ・ 自殺対策に関する 状況や動向、 自殺対策基本法や新たな大綱の趣旨を踏ま え、「 誰も 自殺

に追い込ま れる こ と のない社会の実現」 をめざし 、県の自殺対策を総合的かつ効果的に進

めていく 。  

【 取り 組むべき 施策】  

・ 子ど も ・ 若者の自殺対策の更なる 推進・ 強化 

・ 女性の自殺対策の更なる 推進 

・ 総合的な自殺対策のさ ら なる 推進・ 強化 

【 計画期間】 2023（ 令和５ ） 年度～2027（ 令和９ ） 年度の５ 年間 

 

ス  「 第８ 期かながわ高齢者保健福祉計画（ 第９ 期）」（ 令和６ 年３ 月改定）  

・ 介護保険制度や高齢者保健福祉施策を円滑に実施する ために、 将来の高齢者を取巻く 状況を

見据えた介護サービス 量等の目標を設定し ３ 年間で推進する 。  

【 基本目標】「 高齢者が安心し て、 元気に、 いき いき と  暮ら せる 社会づく り 」 の実現 

〇「  安心し て暮ら す」 …医療や介護、 予防などのサービス が一体的に提供さ れる「 地域包括

ケアシス テム」 の構築の推進 

〇「 元気に暮ら す」 …高齢者が、 住み慣れた地域や家庭において、 自立し た生活ができ る よ

う 支援し 、 生活習慣病の予防などの健康づく り の推進 

〇「 いき いき と 暮ら す」 …高齢者の経験、 知識等をいかし た就業や社会参画活動を通し て、

いき いき と 暮ら せる よ う 、 生き がいづく り の推進 

・ デジタ ル技術の進展によ って社会が急激に変化し 続けており 、 デジタ ルによ る 革新、 デジタ

ル・ ト ラ ンス フォ ーメ ーショ ン（ DX） を導入 

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度～2026（ 令和８ ） 年度の３ 年間（ 介護保険法の規定に基づく ）  

 

セ 神奈川県当事者目線の障害福祉推進条例 ～と も に生き る 社会を目指し て～  に基づく 基本計画、

（ 令和６ 年３月策定） 

 【 計画策定の経緯】 2016 年 10 月「 と も に生き る 社会かながわ憲章」 を策定 

  障害者を含むすべての県民と 障害に携わる 事業者、行政等が互いに連携し 一体と なり ながら 、

誰も が安心し ていき いき と 暮ら すこ と のでき る 地域共生社会の実現に向けた取り 組みを進め

る 。  

【 計画期間】 2024（ 令和６ ） 年度〜2029（ 令和 11） 年度の５ 年間 
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ソ  「 神奈川県感染症予防計画」（ 平成 11 年 10 月策定、 令和６ 年３ 月改定）  

【 ポイ ント 】  

・ 新興感染症への対応の強化 

・ 医療提供体制、 検査体制及び宿泊療養体制等について流行の段階に分けて数値目標を設       

定 

・ 医療機関が講ずべき 措置等について、 あら かじ め関係医療機関等と 協定を締結 

【 基本的な考え方】  

・ 普段から感染症の発生及びま ん延防止に重点を置いた事前対応型行政を推進 

・ 神奈川県感染症対策協議会を通じ、平時から関係者が一体となって感染症の発生及びまん延

防止の取組を改善 

 

タ 「神奈川県新型インフルエンザ等対策行動計画」（平成25年策定、令和６年３月改定） 

【基本理念】 

   ・神奈川県の区域に係る新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項、県が実施す

る措置などを示すとともに、市町村が市町村行動計画を作成する際の基準となるべき事項等を

定めるもの。 

【目的】 

・感染拡大を可能な限り抑制し、県民の生命及び健康を保護 

・県民生活及び県民経済に及ぼす影響の最小化 

【ポイント】 

・対象とする疾患を、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等だけでなくその他の幅広

い呼吸器感染症も想定 

・検査、保健など対策項目を拡充し、各対策項目の取組を準備期・初動期・対応期の３期に分けて

記載。特に準備期の取組を充実 

・感染が長期化する可能性も踏まえ、複数の感染拡大の波への対応や、ワクチンや治療薬の普及

等に応じた対策の機動的な切替えについても明確化 

 

 


